
 

 

 

 

大磯町総合計画審議会について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年 12 月 

 

政策課 

  

資料１ R03.12.16 

令和３年度第１回総合計画審議会 



1 

１．大磯町総合計画について 

（１）計画の位置付け 

大磯町の最上位計画（全ての分野における行政運営の基本）である。 

 

（２）計画の構成 

基本構想、基本計画及び実施計画の三層から構成される。 

 

（３）策定の手順 

・基本構想又は基本計画を策定し、又は変更するときは、大磯町総合計画審議会に諮問する。 

・基本構想又は基本計画を策定し、又は変更するときは、町民から意見を聴く。 

・基本構想又は基本計画を策定し、又は変更するときは、その過程において、その基本的な 

事項を議会に報告する。 

・基本構想を策定し、又は変更するときは、議会の議決を経なければならない。 

（※一部大磯町総合計画策定条例より抜粋） 

 

 

２．大磯町総合計画審議会について 

(１) 審議会の目的  

総合計画の策定に関する事項について、町長の諮問に応じて調査審議し、その結果を報告し、

又は意見を建議していただきます。 

 

(２) 委員任期  

委嘱の日から３年間（令和３年 12 月 16 日～令和６年 12 月 15 日） 

 

(３) 委員数   

15 名以内（15 名。別添委員名簿のとおり） 

 

(４) 審議会の所掌事項 

ア 大磯町総合計画の策定に関すること。 

   ○ 令和３年度から令和７年度までを計画期間とする大磯町第五次総合計画前期基本計

画の初年度であるため、今任期中に次期計画の策定はありませんが、任期中に令和８

年度からの第五次総合計画後期基本計画（仮称）の策定の準備の資料等を審議いただ

きます。 
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イ 大磯町総合計画の実施に関し、必要な調査及び審議を行うこと。 

 ○ 大磯町第五次総合計画前期基本計画の実施計画策定、進行管理の実施に関し、意見

等の聴取を行います。 

ウ その他、町長が必要と認める事項 

   ○ 国の地方創生に係る地方版総合戦略及び地方創生関係交付金の実施に係る評価検証

等を行います。 

 

 

３．第五次大磯町総合計画前期基本計画について 

（１）計画の構成等 

・ 基本構想期間 … 令和３年度～令和12年度（10年間） 

・ 基本計画期間 … 令和３年度～令和７年度（前期基本計画：５年間） 

・ 実施計画期間 … 令和３年度～令和５年度（３年間、毎年ローリング） 

・ まちの将来像 … 「紺碧の海に緑の映える住みよい大磯」 

・ まちづくりの基本理念 … 「郷土の誇りとくらしの親和」、「つながりと創生」 

・ 前期基本計画でめざす方向性 … 「人口減少・少子・超高齢社会への適応」、 

「定住人口の安定化」 

・ 重点プロジェクト … 分野別施策をけん引するものとして、 

  ①働く人を応援するプロジェクト 

②妊娠・出産・子育て・教育の希望をかなえるプロジェクト 

③住む人の安心なくらしを守るプロジェクト 

 

（２）計画の主な特徴 

・まちの将来像「紺碧の海に緑の映える住みよい大磯」の継続 

・財政の見通しを記載、各項目に数値指標を設定し、達成状況を見える化 

・前期基本計画が第２期地方版総合戦略を、重点プロジェクトが総合戦略事業を兼ねる 

・見開きで見せるページ構成 

・計画推進の基盤である実現化方策を設定し、相互連携で成果を高める 

・ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）との関連を意識した計画 
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○大磯町総合計画審議会規則  

平成 24年 10月 10日大磯町規則第 13号  

大磯町総合計画審議会規則  

大磯町総合計画審議会設置規則（昭和 42年大磯町規則第１号）の全部を改正する。  

（趣旨）  

第１条  この規則は、大磯町附属機関の設置に関する条例（昭和 30年大磯町条例第 16号。

以下「条例」という。）第２条の規定により設置された大磯町総合計画審議会（以下

「審議会」という。）について、条例第３条の規定に基づき組織、所掌事項及び委員

その他の構成員並びにその運営に関して必要な事項を定めるものとする。  

（所掌事項）  

第２条  審議会は、次に掲げる事項を所掌する。  

(１ ) 大磯町総合計画の策定に関すること。  

(２ ) 大磯町総合計画の実施に関し、必要な調査及び審議を行うこと。  

(３ ) 前２号のほか、町長が必要と認める事項  

（委員）  

第３条  委員は、次に掲げる者のうちから町長が委嘱するものとする。  

(１ ) 町教育委員会の委員  

(２ ) 町農業委員会の委員  

(３ ) 町の区域内の公共的団体の役員及び職員  

(４ ) 学識経験者  

(５ ) 公募町民  

(６ ) 前各号のほか、町長が必要と認める者  

（任期）  

第４条  委員の任期は、３年とし、再任を妨げない。ただし、任期途中に新たに追加し

た委員の任期は、他の委員の任期に合わせるものとする。  

（会長）  

第５条  審議会に会長を置く。  

２  会長は、委員の互選により定める。  

３  会長は、会務を総理し、審議会を代表する。  

４  会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長が指定する委員が

その職務を代理する。  

（会議）  

第６条  審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、その議長となる。 

２  会議は、委員の過半数の者が出席しなければ開くことができない。  

３  会議の議事は、出席委員（議長を除く。）の過半数をもって決し、可否同数のとき

は、議長の決するところによる。  

（意見等の聴取）  

第７条  審議会は、その所掌事項について必要があると認めるときは、委員以外の者に

会議への出席を求め、その意見又は説明を聴くことができる。  

（会議の招集の特例）  

第８条  委員の任期満了後に開く最初の会議の招集は、第６条第１項の規定にかかわら

ず、町長が行う。  

（庶務）  

第９条  審議会の庶務は、総合計画主管課において処理する。  
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（委任）  

第 10条  この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議

会に諮って定める。  

附  則  

（施行期日）  

１  この規則は、公布の日から施行し、平成 23年 11月 30日から適用する。  

（経過措置）  

２  この規則の施行後、最初に開く会議は、第６条第１項の規定にかかわらず、町長が

招集する。  

 

 


